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本市では平成２８年４月を避難指示解除目標に掲げて、確

実かつ迅速に市民の帰還に向け、環境の整備を進めています。 

本市の避難指示区域では、原発事故から、すでに４年半が

経過し、住居・土地等の不動産の荒廃が進み、その価値は全

て失われたと言える状況です。 

しかしながら、東京電力の直接請求における財物賠償は避

難指示の継続が原発事故から６年をもって全損扱いとする

賠償内容であり、現状を全く無視したものとなっております。 

そのため、住民は、市が目標どおりに避難指示を解除する

と「実態に即した賠償がなされない」という考え方に陥りか

ねず、このことは、早期に帰還し、本市の復興を早く進めた

いという住民の意向に逆行するばかりでなく、帰還意欲すら

奪ってしまう賠償内容になっています。 

また、避難指示区域内の小高区市民アンケートにおいて、

避難指示解除後、小高区に帰還する意向は、１３．７％（平

成２７年３月末現在）に留まり、原発事故以前から培ってき

た地域コミュニティ、地域パトロール、消防団等に代表され

るような地域防犯・防災、地域教育等が再構築されるまで相



当期間を要すると考えられ、その期間は、少なくとも１年以

上要すると予想されます。 

そのため住民が、地域に戻り実際に不動産の管理を始めら

れるまで、原発事故後６年を経過すると推認され、このこと

からも本市の避難指示区域内の不動産は、全損扱いとされる

べきです。 

 つきましては、平成２８年の４月避難指示解除を実現する

うえでも、下記のとおり強く要望します。 

 

記 

１． 避難指示の解除の時期に関わらず、現状の被災状況に

即し、財物にかかる価値が、原発事故により、全て失わ

れたことを認識し、速やかに不動産に対し、全損扱いに

よる賠償をすること。 


